
中小企業振興に関する事業の実施状況

三　　沢　　市

平成３０年度
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　市内企業の大多数を占めている中小企業は、雇用、消費活動、
個人所得及び税収など様々な面から、地域経済の発展や市民生活
の向上に貢献しています。

　しかし、中小企業を取り巻く環境は、人口減少や少子高齢化な
どの影響による地域経済の低迷により、今後更に厳しさを増して
いくものと考えられます。

　日々変化する経済的社会的環境に適応し、中小企業が成長発展
していくためには、中小企業自らの努力はもちろんですが、私た
ちも、中小企業が地域にとって欠かすことのできない存在である
ことを十分に認識し、応援していくことが必要です。

　三沢市では、平成２７年１２月、中小企業が担う役割とその重
要性を示すとともに、中小企業に関わる全ての方々の役割を明確
にし、互いに連携しながら、地域全体で中小企業を支援すること
で、より豊かな地域社会の実現を図ることを目的に、三沢市中小
企業振興条例を制定いたしました。

　この「中小企業振興に関する事業の実施状況」は、市が各年度
において行っている中小企業向けの支援施策を、条例の規定に基
づき、公表するものであります。

　この実施状況を参考にご覧いただき、当市の中小企業の振興施
策をご理解いただくとともに、今後の更なる振興に向け必要な施
策のご提案・ご意見のご協力を賜りますようお願い申し上げま
す。

はじめに



簡易小口保証特別融資保証料補給金
平成30年度予算額 ： 10,000,000 円
平成30年度決算額 ： 8,278,115 円
令和元年度予算額 ： 16,000,000 円

財 源 ： 一般財源100％

【目的及び概要】
＜目的＞
　市内中小企業者の金融機関からの資金調達を円滑にする。

＜概要＞
　市内の中小企業者が金融機関から資金を借入れする際、一定の条件を満たす場合、市
が信用保証料の補給を行う。
　・簡易小口資金特別保証制度…………信用保証料を市が全額補給
　・中小企業活性化資金特別保証制度…信用保証料を市が半額補給
　・中小企業創業支援資金保証制度……信用保証料を県で３割、市で７割を補給
　・空き店舗活用チャレンジ融資保証制度……信用保証料を市が全額補給

【平成３０年度の実績・効果】

＜実績＞
　●信用保証料補給額実績

簡易小口資金
特別保証制度

中小企業活性化
資金特別保証制度

中小企業創業支援
資金保証制度 計

Ｈ２７
件数 68件 6件 6件 80件
金額 8,222,224円 1,108,625円 588,938円 9,919,787円

Ｈ２８
件数 50件 11件 3件 64件
金額 4,980,508円 1,312,261円 475,356円 6,768,125円

Ｈ２９
件数 65件 14件 10件 89件
金額 6,462,380円 2,578,819円 1,795,985円 10,837,184円

Ｈ３０
件数 68件 14件 4件 86件
金額 5,205,511円 2,553,913円 518,691円 8,278,115円

※中小企業創業支援資金保証制度は、平成２６年度から実施。

＜効果＞
市内の中小企業者の円滑な資金調達に寄与した。

　●融資金額実績
簡易小口資金
特別保証制度

中小企業活性化
資金特別保証制度

中小企業創業支援
資金保証制度 計

Ｈ２７ 342,103,000円 70,800,000円 27,500,000円 440,403,000円
Ｈ２８ 253,340,000円 117,600,000円 19,000,000円 389,940,000円

【今後の事業展開】
　市内の中小企業者の円滑な資金調達に寄与するため、関係機関と連携して引き続き事
業の実施を検討していく。

担当課：経済部産業観光課
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Ｈ２９ 287,944,000円 139,050,000円 71,000,000円 497,994,000円
Ｈ３０ 313,390,000円 170,000,000円 25,500,00円 508,890,000円



居住人数　323人
うち市外からの移住　41人

新築住宅工事費等（登記費用等諸経費含む）
81件　1,829,235,898円
うち市内業者　32件　715,104,623円

中古住宅購入費
18件　113,635,108円
うち市内業者　14件　84,627,455円

【目的及び概要】
＜目的＞
　三沢市への移住又は定住を促進し、域内居住人口の維持及び拡大を図る。

＜概要＞
　三沢市内に住宅を取得し、かつ、当該住宅に継続して居住する意思を有する者に対し
て助成金を交付する。
　・新築住宅の取得費用
　・新築住宅以外の住宅の取得費用
　・住宅取得に伴う土地の取得費用

三沢市住宅取得支援事業助成金

【平成３０年度の実績・効果】
＜実績＞
　●助成金の交付実績

新築住宅 中古住宅 計うち市内業
者施工

うち市内業
者施工

うち市内業
者施工

Ｈ２８
件数 90件 57件 24件 22件 114件 79件

金額 141,786,000円 94,618,000円 30,723,,000円 27,761,000円 172,529,000円 122,379,000円

21件 19件 100件 54件

金額 121,931,000円 56,635,000円 28,069,,000円 25,469,000円 150,000,000円 82,104,000円

【今後の事業展開】
　さらに実効性のある制度とするため、これまでの事業効果等を検証し、制度内容を見
直しながら、引き続き事業を実施していく。

担当課：政策部政策調整課
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平成30年度予算額 ： 150,000,000 円
平成30年度決算額 ： 149,981,000 円
令和元年度予算額 ： 150,000,000 円

財 源 ： 一般財源100％

Ｈ３０

Ｈ２９
件数 79件 35件

54,092,000円 29,880,000円 23,193,000円 149,981,000円 77,285,000円

　●制度利用による居住実績

＜効果＞
　移住・定住化の促進に効果があった。また、住宅の建築促進により経済の活性化
に寄与した。

　●工事費等実績

件数 81件 32件 18件 14件 99件 46件

金額 120,101,000円
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【今後の事業展開】
　当該事業を利用する市民や参加登録店からも高評価を得ていることを踏まえつつ、事
業の検討をしていく。

324,575,434円72社

担当課：経済部産業観光課

Ｈ３０ 73社 283,695,047円 12,444,028円 31,129,880円 10,971,000円 338,239,755円
Ｈ２９ 264,962,649円 10,044,210円 38,727,523円 10,841,052円

458,862,343円Ｈ２８

登録
業者数

71社
71社

計

20,097,606円 364,827,474円

住宅用再生可能
エネルギー等
設置工事

空き店舗及び既存
店舗改装出店工事

空き家
取壊し工事

住宅リフォー
ム工事

385,502,660円 22,230,667円 22,362,268円 28,766,748円

空き家
取壊し工事

2件 18件

住宅用再生可能
エネルギー等
設置工事

空き店舗及び既存
店舗改装出店工事 計

＜目的＞
　市内建設業者の受注促進により、経済の活性化及び雇用の確保を図る。

＜概要＞
　当該事業費補助金参加登録店に発注する下記工事を実施する市民に対して補助金を交
付する。
　・住宅リフォーム工事
　・住宅用再生可能エネルギー等設置工事
　・空き店舗改装出店工事
　・空き家取壊し工事
　・既存店舗改装工事

件数 171件

Ｈ３０
件数

208件
35,070,000円

155件
30,110,000円

11件 4件 22件
6,440,000円 2,780,000円

168件
金額 21,760,000円 1,180,000円 5,410,000円 890,000円 29,240,000円

　●補助金の交付実績

6件 6件 7件

　●工事費の実績及び登録業者数

市内建設業者への受注促進による経済の活性化及び雇用の安定・確保に寄与した。
また、市内定住化促進についても効果的であったと考える。

金額 23,900,000円 1,950,000円

Ｈ２７
168件

22,940,000円
件数
金額

－
－ 2,990,000円 1,890,000円

一般財源100％

9件
金額 18,650,000円

Ｈ２７

910,000円
Ｈ２９

件数

335,074,511円 － 9,655,357円

円
円

30,117,596
31,624,000

Ｈ２８

住宅リフォー
ム工事

財 源 ：

188件
38,470,000円

【目的及び概要】

＜実績＞

【平成３０年度の実績・効果】

134件 7件 5件
9,540,000円 1,010,000円

＜効果＞

149件

平成30年度予算額 ： 31,624,000 円
平成30年度決算額
令和元年度予算額

建物リフォーム等事業費補助金
：
：



・「みさわパイカ赤ワイン煮」通信販売用パッケージ開発、販路開拓等
・「ごぼうメンチカツ」「ごぼう味噌」商品開発、販路開拓等

Ｈ２８ 4件 2,834,000円

　当市の農畜水産業及び関連産業の活性化を図るため、引き続き事業を実施していく。

担当課：経済部産業観光課
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Ｈ２９ 4件 2,030,000円
Ｈ３０ 2件 1,113,000円

＜効果＞
　三沢市特産の魚介類や肉、野菜など全国に誇れる特産物を使用した新たな加工品
が開発・販売されたことにより、三沢市の基幹産業である農畜水産業及び関連産業
の活性化が図られた。

【今後の事業展開】

4,180,000円
Ｈ２７ 6件 3,386,000円

令和元年度予算額 ： 3,000,000 円
財 源 ： 一般財源100％

【目的及び概要】
＜目的＞
　市内で生産された農畜水産物等を原材料とした付加価値の高い加工品の開発や製造を
促進し、農林畜水産業及び関連産業の活性化を図る。

＜概要＞
　補助対象経費の２／３（上限１００万円）を補助する。

【平成３０年度の実績・効果】

＜実績＞
件数 補助金額

Ｈ２６ 6件

特産品開発促進補助金
平成30年度予算額 ： 1,236,000 円
平成30年度決算額 ： 1,113,000 円



・ハンバーガー店の開業
・まつ毛パーマ及びエクステンション、化粧品の販売等及び技術指導を行うサロン

・無店舗型出張カメラマンの開業、出版・ＨＰ運営の開業

件数
1,863,000円
3,000,000円

Ｈ３０

Ｈ２７
Ｈ２８
Ｈ２９

・カット、ヘッドスパ等サービスの提供のほか、業界の先進的なデザイン等の情
報発信等を行う美容室

【今後の事業展開】

　当該事業を実施することによって、新分野への進出や新たな雇用の場を創出する
機会となっていることから、一定の効果があったものと考える。

＜効果＞

　雇用の創出と市内産業の活性化のため、効果的な事業を検討していく。
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補助金額

三沢市起業化支援事業費補助金
： 1,824,000 円

平成30年度予算額 ： 3,000,000

3件 2,920,000円

円
平成30年度決算額
令和元年度予算額

財 源 ： 一般財源100％

＜目的＞
　新たに起業化を図る事業または新分野への進出を図る事業の実施に要する経費の一部
を補助することにより、雇用の創出及び所得の向上、市内産業の活性化を図る。

＜概要＞
　認定を受けた事業に要する経費のうち、補助対象経費の８割以内（上限１００万円）
を補助する。

【平成３０年度の実績・効果】

＜実績＞

2件

担当課：経済部産業観光課

　●補助金の交付実績

3,000,000： 円

【目的及び概要】

2件 1,824,000円

3件



担当課：経済部産業観光課

令和元年度予算額
：

＜実績＞

＜効果＞

件数 補助金額
Ｈ３０ 0件 0円

円
： 一般財源100％

　平成２９年度に行われた市長への「中小企業振興に関する提言書」より実現に
至った新規事業であり、今後も周知を図っていく。

　市内中小企業の人材確保を図るため、効果的な事業を検討していく。

【今後の事業展開】

600,000

【目的及び概要】
財 源

0 円

＜目的＞
　中小企業の振興を図るため、市内の中小企業者等が取り組む人材確保に関する事業に
要する経費について助成する。
＜対象＞
　市内に住所を有する個人事業者又は市内に所在地を有する法人事業者
＜対象事業＞
①県外での合同企業説明会等参加し、就職希望者の勧誘を行う事業
②就職情報サイト等へ会社情報を登録する事業
＜助成金額＞
　対象経費の２分の１、上限１０万円（ただし、同一事業所が対象事業の①及び②の両
事業を行う場合は上限２０万円）

【平成３０年度の実績・効果】

：
平成30年度決算額
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平成30年度予算額 ： 600,000 円

ＵＩターン人材確保支援事業助成金（新規）



三沢市資格取得支援事業助成金（新規）
：

【平成３０年度の実績・効果】

＜実績＞

：

【目的及び概要】
財 源 ： 一般財源100％

400,000 円令和元年度予算額

件数 補助金額

144,000 円
平成30年度予算額 ： 400,000 円
平成30年度決算額
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＜効果＞

　優秀な人材の確保及び育成を図るため、効果的な事業を検討していく。

Ｈ３０ 3件 144,000円

【今後の事業展開】

担当課：経済部産業観光課

＜目的＞
　市内の中小企業の振興と産業の発展を図るため、優秀な人材の確保及び育成に関する
事業に要する経費について助成する。
＜対象＞
　三沢市の住民登録を有する従業員が教育訓練給付制度において厚生労働大臣が指定す
る講座又は講座の終了をもって取得する国家資格等を取得するための経費を要する市内
事業所。
＜助成対象経費及び助成金＞
〇資格取得に係る受講料（教材費を含む）
〇資格取得に係る受験料
〇資格取得に係る登録料
＜助成金額＞
　助成対象経費に２分の１を乗じて得た額（千円未満の単数がある時は、これを切り捨
てた額）とし、１人につき５万円を上限とする。この場合、同一事業者に対する助成金
の交付は、同一年度につき３人を上限とする。

　平成２９年度に行われた市長への「中小企業振興に関する提言書」より実現に
至った新規事業であり、今後も周知を図っていく。



・古間木小学校　6年生　16人
・上久保小学校　6年生　54人
・三沢小学校　　6年生　52人
・第二中学校　　全学年　198人
・第三中学校　　3年生　21人
・第一中学校　　2年生　86人
・第一中学校　　1年生　102人
・第五中学校　　1年生　52人及び2年生　50人　計102人

合計　　3小学校、4中学校にて実施

＜目的＞
　小中学校の地元就職に対する意識を醸成するため、地元企業の魅力を伝え、関心をた
かめることにより、人財育成と地元定着を図る。

＜概要＞
　市内の企業が各学校を訪問し、企業の特徴や仕事の内容、魅力等を紹介することで以
下を目指す。
①地元企業の認知度の向上
②地元企業就職への意識付け
③市内への就職率向上とＵターン者の増加

【平成３０年度の実績・効果】

＜実績＞

円
平成30年度決算額

若年者地元定着推進事業（新規）
： 0 円
： 0 円

財 源 ：

【目的及び概要】

平成30年度予算額 ： 0

令和元年度予算額

　地元企業の魅力を生徒達に伝えることができ、生徒達からも積極的に質問が出
た。
平成２９年度に行われた市長への「中小企業振興に関する提言書」より実現に至っ
た新規事業。

【今後の事業展開】
　学校側及び企業側と協議を重ねながら、若年者の地元定着及び企業の魅力を伝えられ
る効果的な事業を検討していく。

担当課：経済部産業観光課
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＜効果＞



　就業者の勤労意欲の高揚を図ることができた。

優良従業員・優良事業主表彰

円

優良事業主

：

勤続10年以上勤続20年以上
1名 41名

＜効果＞

更なる勤労意欲の高揚を図るため、三沢市商工会主催で講師を招聘しての記念講話
も開催した。

1名 26名 82名

財 源

：平成30年度決算額
平成30年度予算額

： 453,000

　就業者の勤労意欲の高揚のため、効果的な事業を検討していく。

担当課：経済部産業観光課

＜目的＞
　勤務成績が優良で他の模範となる従業員及び市商工業の振興及び発展に功労のあった
者を表彰することで、市内事業者の勤労意欲の高揚を図る。

＜概要＞
　同一の場所に10年及び20年以上勤務し、勤務成績が特に優良で模範となる従業員及び
市商工業の振興及び発展に特に功労のあった者を市長が表彰する。

： 412,000 円

Ｈ２９ 109名 207名
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80名 122名

Ｈ３０ 1名 40名

Ｈ２７
Ｈ２８

令和元年度予算額
一般財源100％

393,000 円

98名

優良従業員

【目的及び概要】

＜実績＞

【平成３０年度の実績・効果】

計

124名

109名

【今後の事業展開】

1名
84名



平成26年5月開始
・登録者数　115者（平成31年3月31日現在）
・配信回数　14回（月1回程度、7月10月号外）

0 円：
円： 0

財 源 ：
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＜効果＞

【今後の事業展開】

【目的及び概要】
＜目的＞
　登録業者へ事業に役立つ最新情報を提供し、活用してもらう。

＜概要＞
　事前に登録した方を対象に、国・県・市の各種補助金制度やセミナー等事業に役立つ
最新情報をメールにより配信する。

【平成３０年度の実績・効果】

＜実績＞

三沢市産業情報メール
平成30年度決算額
令和元年度予算額

平成30年度予算額 ： 0 円

担当課：経済部産業観光課

　補助金など幅広い最新情報を一括で配信することにより、より多くの方々に施策
を利用していただく機会を提供できるほか、いち早く配信することにより、よりよ
い施策の検討や合意形成、書類作成など時間的猶予を提供できるなど、事業者の利
便性向上につながっている。

　認知度と必要性は高まっていると考えられるものの、更なる登録者の増加を目指し、
本事業を利用してもらえるよう広報していく。



主な説明内容
・施策開発、設備投資等に係る支援補助金
・販路開拓に関する支援事業
・まちづくりに関する支援事業
・地域創業促進支援事業
・小規模事業者向け支援事業等

： 0 円

国際交流教育センター研修室
国際交流教育センター研修室

Ｈ３０ ２６名 国際交流教育センター研修室
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　各種支援施策を周知させる機会として効果的であることから、引き続き東北経済産業
局と連携し、事業を実施していく。

担当課：経済部産業観光課

　経済産業省所管の地域経済活性化に関する支援施策や企業向けの支援措置等につ
いて、地域の企業や関係機関に対し、いち早く情報を提供するとともに、担当者に
よる相談の場を設けたことにより、参加した多くの中小企業者等に支援施策等をよ
り深くご理解いただけたこと、また、積極的に検討・活用いただいたなど、国の補
助金等支援施策等のハードルを下げ、より手軽に活用できる機会を提供することが
できた。

【今後の事業展開】

Ｈ２９

＜効果＞

５４名
５１名

参加者数

【目的及び概要】
＜目的＞
　経済産業省予算に係る各種施策について、中小企業者等への周知及び活用を促す。

＜概要＞
　東北経済産業局と連携し、経済産業省予算に係る補助金等の各種施策に関する説明会
を開催。

【平成３０年度の実績・効果】

財 源 ：

平成30年度決算額
令和元年度予算額

Ｈ２７
Ｈ２８

平成30年度予算額 ： 0 円

＜実績＞

国際交流教育センター研修室
会場

５７名

経済産業省補助金等施策説明会
： 0 円
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財 源 ：

【目的及び概要】
＜目的＞
　創業希望者からの相談に対応することにより、創業を促進し、安定した経営と雇用の
拡大を図る。

＜概要＞
　青森県及び２１あおもり産業総合支援センターと連携して、創業・起業支援の専門家
を配置し、構想、企画の段階から創業、起業に至るまで、幅広く相談に対応する。
　設置場所…三沢市商工会館３階
　開設日……毎月第２第４火曜日

【平成３０年度の実績・効果】

＜実績＞

＜効果＞

Ｈ２７
Ｈ２８

相談者数 相談件数
２２名 延べ５７件
１６名

Ｈ２９ ９名 延べ９４件
延べ８５件

１名
Ｈ２８ ３名

　事業者の安定した経営と地域の雇用の拡大を図るため、効果的な事業を検討してい
く。

担当課：経済部産業観光課

Ｈ２９ ４名

【今後の事業展開】

Ｈ２７
創業者数

平成30年度決算額
令和元年度予算額

　専門家が対応することによって、創業希望者の相談に幅広く対応することができ
ており、創業者も増加傾向にあることから、一定の効果があるものと考える。

： 0 円

三沢市創業相談ルーム
： 0 円

Ｈ３０ １１名 延べ１０５件

Ｈ３０ ２名

平成30年度予算額 ： 0 円



【物件】（物品、印刷） （単位：件、百万円）

【工事】（工事、修繕） （単位：件、百万円）

【役務】（業務、測量、設計） （単位：件、百万円）

【計】 （単位：件、百万円）

過去３か年の市発注契約における地元中小企業者受注状況の推移

区分
官公需契約総額

うち地元中小企業者の
契約実績

比率

件数
(A)

金額
(B)

件数
(C)

金額
(D)

件数
(C)/(A)

金額
(D)/(B)

平成２８年度 96 307 76 213 79.2% 69.4%

平成２９年度 94 217 72 157 76.6% 72.4%

平成３０年度 92 213 71 81 77.2% 38.0%

区分
官公需契約総額

うち地元中小企業者の
契約実績

比率

件数
(A)

金額
(B)

件数
(C)

金額
(D)

件数
(C)/(A)

金額
(D)/(B)

平成２８年度 228 3,283 173 2,757 75.9% 84.0%

平成２９年度 224 6,540 169 5,103 75.4% 78.0%

平成３０年度 169 2,922 128 2,294 75.7% 78.5%

区分
官公需契約総額

うち地元中小企業者の
契約実績

比率

件数
(A)

金額
(B)

件数
(C)

金額
(D)

件数
(C)/(A)

金額
(D)/(B)

平成２８年度 219 601 112 278 51.1% 46.3%

平成２９年度 286 765 134 324 46.9% 42.4%

平成３０年度 285 750 114 372 40.0% 49.6%

区分
官公需契約総額

うち地元中小企業者の
契約実績

比率

件数
(A)

金額
(B)

件数
(C)

金額
(D)

件数
(C)/(A)

金額
(D)/(B)

平成２８年度 543 4,191 361 3,248 66.5% 77.5%

平成２９年度 604 7,522 375 5,584 62.1% 74.2%

平成３０年度 546 3,885 313 2,747 57.3% 70.7%

※地元中小企業者とは、三沢市内に本店を有する中小企業者をいう。
※官公需契約とは、地方公共団体等が物品を購入したり、サービスの提供を受けたり、工事を発注した
契約をいう。
※管財課契約係で契約を行った３０万円以上の案件。
※上水道関連と病院関連の契約については、含まれていない。
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